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平成２２年度東京都下水道事業会計決算審査意見書 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審 査 の 対 象  下 水 道 局 

２ 審 査 の 方 法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、下水道事業の経営成績及び財政

状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類

の照合等を行うとともに、企業管理者から決算についての説明を聴取するなどの方法により審査

を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

３ 審 査 の 期 間  平成２３年６月２日から同年８月４日まで 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、下水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと

認められる。 

２ 事業の運営について 

下水道局は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）に基づき、区部において公共下水道事業（以

下「区部下水道事業」という。）を行い、また、多摩地域において関連市町村が設置・管理してい

る公共下水道からの下水を広域的に収集・処理するため、流域下水道事業を行っている。 

平成２２年度における処理水量は、区部下水道事業及び流域下水道事業合計で２０億２，３６

８万㎥であり、前年度（２０億２，７９６万㎥）と比較して、４２８万㎥（０．２％）減少して

いる。 

収支状況は、総収益３，２４３億余円に対し、総費用３，００３億余円であり、差引き２４０

億余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産６兆６，４２５億余円、負債１，１９７億余円及び資本６兆５，２２８億余

円となっている。 

局は、「東京都下水道事業経営計画２０１０」（平成２２年２月策定）に基づき、「施設の再構築」、

「浸水対策」、「合流式下水道の改善」などの事業を重点的に実施するとともに、同月に策定され

た「下水道事業における地球温暖化防止計画アースプラン２０１０」に基づき、下水処理に伴い

発生する温室効果ガスの削減に積極的に取り組んでいる。 

また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に対しては、被害を受けた施設の早期復

旧及び計画停電への適切な対応を図るとともに、仙台市をはじめとする被災地へ職員等を派遣し、

下水道施設の復旧に向けた状況調査の支援を行った。 
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一方、財政面では、平成２２年度末残高で２兆７３８億余円に上る企業債の償還が必要なこと

などから、経営基盤を安定的なものにするため、引き続き効率的な事業運営に努めていく必要が

ある。 

第３ 経営状況の概要 

１ 経営成績について 

（１）区部下水道事業について 

当年度の区部下水道事業の経営成績は、表１（詳細は別表１比較損益計算書）のとおり、総

収益３，０６５億余円に対し、総費用２，８１９億余円であり、差引き２４５億余円の純利益

となっている。 

 

（表１）経営成績比較表（区部）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

営 業 収 益 ２６９，４９２ ２６８，２７７ １，２１５ ０．５収
益 営 業外収益 ３７，０３５ ４０，３７９ △    ３，３４３ △   ８．３

総 収 益 ３０６，５２７ ３０８，６５６ △    ２，１２８ △   ０．７

営 業 費 用 ２２５，０３５ ２２２，０１５ ３，０２０ １．４費
用 営 業外費用 ５６，９５８ ５９，８９０ △    ２，９３２ △   ４．９

総 費 用 ２８１，９９４ ２８１，９０６ ８７ ０．０

純 利 益 ２４，５３３ ２６，７５０ △    ２，２１６ △   ８．３

 

ア 業務実績について 

当年度末において、水再生センターは１３か所、ポンプ所は８４か所が稼働している。 

区部全体の年間下水処理量は、表２のとおり、１６億７，７４８万㎥であり、前年度（１

６億９，１７８万㎥）と比較して、１，４２９万㎥（０．８％）減少している。 

また、下水道料金徴収の対象となる排水水量は、表３のとおり、１１億１，６８９万㎥で

あり、前年度（１１億１，１５７万㎥）と比較して、５３２万㎥（０．５％）増加している。 

下水処理量の減少は、主に、降水量の減少によるものであり、また、排水水量の増加は、

主に、小口使用者（月当たり５０㎥以下）が、前年度より４５万余件、水量で５６０万㎥増

加したことによるものである。 

この結果、下水道料金収入が、前年度より５億余円増加した。 
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（表２）区部下水道における各水再生センターの下水処理量 

センター名 

当年度 

処理能力 

㎥/日 

当年度予定 

(A) 

㎥ 

当年度実績 

(B) 

㎥

実績率

(B)/(A)

％

前年度実績 

(C) 

㎥ 

比較増減 

(B)-(C) 

㎥

芝浦 830,000 242,800,000 233,771,740 96.3 237,293,170 △ 3,521,430

三河島 700,000 175,100,000 153,952,840 87.9 153,109,710 843,130

中川 225,000 67,700,000 66,302,330 97.9 64,046,070 2,256,260

みやぎ 350,000 97,400,000 81,893,710 84.1 79,773,730 2,119,980

砂町 598,000 130,100,000 133,245,980 102.4 135,881,000 △ 2,635,020

有明 30,000 5,000,000 5,292,070 105.8 4,975,160 316,910

小菅 250,000 78,600,000 81,695,580 103.9 79,059,990 2,635,590

葛西 400,000 124,900,000 120,475,120 96.5 122,904,770 △ 2,429,650

落合 450,000 146,800,000 135,449,760 92.3 138,582,600 △ 3,132,840

中野 46,000 11,400,000 9,728,540 85.3 10,834,890 △ 1,106,350

浮間 100,000 34,900,000 34,184,990 98.0 33,234,400 950,590

新河岸 705,000 212,500,000 189,654,770 89.2 192,844,270 △ 3,189,500

森ヶ崎 1,540,000 466,800,000 431,835,880 92.5 439,242,080 △ 7,406,200

(4,915,068/日) (4,595,845/日) (4,635,019/日) (△39,174/日)
計 6,224,000 

1,794,000,000 1,677,483,310
93.5

1,691,781,840 △14,298,530

 

（表３）下水道料金収入 

平成２２年度 平成２１年度 増 (△) 減 年 度 

 

項 目 
(A) 

構成比

(%) 
(B) 

構成比

(%) 
(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

小口 60,651 97.9 60,200 97.8 450 0.7

中口 1,273 2.1 1,288 2.1 △        14 △      1.1

大口 49 0.1 48 0.1 0 0.0

件 数 

(千件) 

計 61,974 100.0 61,537 100.0 436 0.7

小口 784,250 70.2 778,644 70.0 5,605 0.7

中口 182,453 16.3 184,163 16.6 △     1,710 △      0.9

大口 150,190 13.4 148,763 13.4 1,426 1.0

排水水量 

(千㎥) 

計 1,116,894 100.0 1,111,571 100.0 5,322 0.5

小口 80,948 49.6 80,456 49.4 491 0.6

中口 36,223 22.2 36,518 22.4 △       295 △       0.8

大口 47,563 29.1 47,145 29.0 417 0.9

減免 △        1,508 △ 0.9 △        1,405 △ 0.9 △       102 7.3

金 額 

(百万円) 

計 163,226 100.0 162,714 100.0 512 0.3

（注）１ 小口とは、月当たり５０㎥以下の排水水量、中口とは、月当たり５１㎥～１，０００㎥の

排水水量、大口とは、月当たり１，０００㎥を超える排水水量の使用者である。 

２ 件数は、各年度延べ件数である。 
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イ 収益について 

収益は、表４のとおり、総収益３，０６５億余円であり、前年度（３，０８６億余円）と

比較して、２１億余円（０．７％）減少している。 

営業収益は、２，６９４億余円であり、前年度（２，６８２億余円）と比較して、１２億

余円（０．５％）増加している。これは主に、排水水量の増加に伴い、下水道料金が５億余

円及び一般会計補助金が４億余円それぞれ増加したことによるものである。 

一般会計補助金のうち、雨水処理費繰入金は、雨水処理に要する経費（維持管理費相当額

及び資本費の一定割合）から関連収入を控除し算出されるが、平成２２年度は、対象経費で

ある資本費の増加等により繰入額が増加したものである。 

営業外収益は、３７０億余円であり、前年度（４０３億余円）と比較して、３３億余円（８．

３％）減少している。これは主に、平均利率の低下などにより企業債利子支払資繰入金が減

少したため一般会計補助金が減少したことによるものである。 

 

（表４）収益内訳表（区部）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

下 水 道 料 金 １６３，２２６ １６２，７１４ ５１２ ０．３

一 般 会 計 補 助 金 ９８，２４５ ９７，７５３ ４９２ ０．５

雨 水 処 理 費 繰 入 金 ９７，１２９ ９６，４８２ ６４６ ０．７

水洗便所改造工事助成繰入金 １ １ △    ０ △  ０．０

水洗便所促進化経費繰入金 ３０５ ３４１ △   ３６ △ １０．６

水 質監視経 費繰入金 １８３ ３５１ △  １６８ △ ４７．９

高 度 処 理 費 繰 入 金 ５１８ ５４４ △   ２５ △  ４．６

  

そ の 他 繰 入 金 １０７ ３０ ７６ ２５３．３

営

業

収

益 
そ の 他 営 業 収 益 ８，０２０ ７，８０９ ２１０ ２．７

計 ２６９，４９２ ２６８，２７７ １，２１５ ０．５

受 取 利 息 １４８ ３６０ △  ２１２ △ ５８．９

土 地 物 件 収 益 １，８０８ １，７４４ ６４ ３．７

一 般 会 計 補 助 金 ３４，３８９ ３７，０７９ △２，６９０ △  ７．３

企業債利子支払資繰入金 ３４，２５９ ３６，９３３ △２，６７４ △  ７．２
  

企業債発行差金償却費繰入金 １２９ １４６ △   １６ △ １１．０

営

業

外

収

益 雑 収 ６８９ １，１９４ △  ５０５ △ ４２．３

計 ３７，０３５ ４０，３７９ △３，３４３ △  ８．３

総 収 益 ３０６，５２７ ３０８，６５６ △２，１２８ △  ０．７
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ウ 費用について 

費用は、表５のとおり、総費用２，８１９億余円であり、前年度（２，８１９億余円）と

比較して、８，７７７万余円（０．０％）増加している。 

営業費用は、２，２５０億余円であり、前年度（２，２２０億余円）と比較して、３０億

余円（１．４％）増加している。これは主に、管渠費が２６億余円増加したことによるもの

である。 

営業外費用は、５６９億余円であり、前年度（５９８億余円）と比較して、２９億余円（４．

９％）減少している。これは主に、雑支出が１７億余円増加したものの、支払利息が平均利

率の低下などにより４６億余円減少したことによるものである。 

 

（表５）費用内訳表（区部）  （単位：百万円、％） 

増（△）減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

（Ａ） 

平成２１年度 

（Ｂ） 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

管 渠 費 ２９，０５３ ２６，４２０ ２，６３３ １０．０

ポ ン プ 場 費 １０，６９５ １０，４５２ ２４２ ２．３

処 理 場 費 ３４，６０８ ３５，１２３ △  ５１５ △  １．５

業 務 費 １３，５４１ １３，４２７ １１４ ０．８

排 水 設 備 費 １，３３２ １，３７６ △   ４４ △  ３．２

総 係 費 ９，１５５ ８，９０２ ２５２ ２．８

減 価 償 却 費 １１８，３９２ １１７，８１９ ５７３ ０．５

資 産 減 耗 費 ８，１２０ ８，４００ △  ２７９ △  ３．３

そ の 他 営 業 費 用 １３４ ９２ ４２ ４５．７

営

業

費

用 
計 ２２５，０３５ ２２２，０１５ ３，０２０ １．４

支払利息及企業債取扱諸費 ５３，８２３ ５８，４８６ △４，６６２ △  ８．０

繰 延 勘 定 償 却 ２１１ ２３９ △   ２７ △ １１．３

雑 支 出 ２，９２３ １，１６５ １，７５８ １５０．９

営

業

外

費

用 計 ５６，９５８ ５９，８９０ △２，９３２ △  ４．９

総 費 用 ２８１，９９４ ２８１，９０６ ８７ ０．０
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（２）流域下水道事業について 

当年度の流域下水道事業の経営成績は、表６のとおり、総収益１７８億余円に対し、総費用

は１８３億余円であり、差引き５億余円の純損失となっている。 

 

（表６）経営成績比較表（流域）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

営 業 収 益 １６，３０１ １５，９６１ ３３９ ２．１収
益 営 業外収益 １，５７０ １，６３９ △       ６９ △   ４．２

総 収 益 １７，８７１ １７，６０１ ２７０ １．５

営 業 費 用 １４，６９６ １４，１２１ ５７５ ４．１

営 業外費用 １，４９９ １，６０３ △      １０４ △   ６．５
費
用 

特 別 損 失 ２，２０２ － ２，２０２ －

総 費 用 １８，３９８ １５，７２５ ２，６７３ １７．０

純 損 益 △    ５２６ １，８７６ △    ２，４０２ △ １２８．０

 

ア 業務実績について 

当年度末における多摩地域全体の公共下水道普及人口は、４０８万９，２０５人となり、

前年度（４０６万６，９４９人）と比較して、２万２，２５６人増加している。また、公共

下水道人口普及率は９８．７％と前年度に比較して、０．２ポイント増加している（八王子

市、立川市、三鷹市、町田市及び奥多摩町の単独公共下水道における普及人口を含む。）。 

流域全体の年間下水処理量は、表７のとおり、３億４，６１９万㎥となり、前年度（３億

３，６１８万㎥）と比較して、１，００１万㎥（３．０％）増加している。 

 

（表７）流域下水道における各水再生センターの下水処理量 

センター名 

当年度 

処理能力

㎥/日

当年度予定 

(A) 

㎥

当年度実績 

(B) 

㎥

実績率

(B)/(A)

%

前年度実績 

(C) 

㎥ 

比較増減 

(B)-(C) 

㎥

北 多 摩一号 271,000 77,000,000 77,115,800 100.2 77,352,230 △    236,430

南 多 摩 181,700 40,900,000 41,475,570 101.4 39,979,590 1,495,980

北 多 摩二号 77,000 20,000,000 18,486,820 92.4 17,177,710 1,309,110

浅 川 122,200 30,700,000 28,440,270 92.6 27,780,650 659,620

多 摩 川上流 248,200 61,900,000 61,008,750 98.6 57,811,840 3,196,910

八 王 子 160,400 37,700,000 37,283,900 98.9 35,290,120 1,993,780

清 瀬 373,950 80,800,000 82,385,800 102.0 80,788,400 1,597,400

(956,164/日) (948,485/日) (921,043/日) (27,442/日)
計 1,434,450

349,000,000 346,196,910
99.2

336,180,540 10,016,370

野 川 処理区 － 80,000,000 78,362,030 98.0 77,456,970 905,060

（注）野川処理区の下水は、森ヶ崎水再生センターで処理している。 
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イ 収益について 

当年度の収益は、表８のとおり、総収益１７８億余円であり、前年度（１７６億余円）と

比較して、２億余円（１．５％）増加している。 

営業収益は、１６３億余円であり、前年度（１５９億余円）と比較して、３億余円（２．

１％）増加している。これは主に、流域下水道管理費負担金収入が３億余円増加したことに

よるものである。 

流域下水道管理費負担金は、下水道法第３１条の２に基づき、流域下水道により利益を受

ける市町村が、維持管理費を負担するものであり、平成２２年度の増加要因は、流入水量が

増加したことによるものである。 

営業外収益は、１５億余円であり、前年度（１６億余円）と比較して、６，９１８万余円

（４．２％）減少している。これは主に、流域下水道雑収が２，４８４万余円増加している

ものの、平均利率の低下などにより企業債利子支払資繰入金が減少したため、一般会計補助

金が９，１３７万余円減少したことによるものである。 

 

（表８）収益内訳表（流域）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 
年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

流域下水道管理費負担金収入 １１，２０３ １０，８７４ ３２８ ３．０

流域下水道一般会計補助金 ４，９７１ ４，９６０ １１ ０．２

 流域下水道管理費繰入金 ４，９７１ ４，９６０ １１ ０．２

流域下水道その他営業収益 １２６ １２６ ０ ０．０

営

業

収

益 計 １６，３０１ １５，９６１ ３３９ ２．１

流域下水道土地物件収益 ２９ ３１ △    ２ △  ６．５

流域下水道一般会計補助金 １，４８９ １，５８０ △   ９１ △  ５．８

企業債利子支払資繰入金 １，４８８ １，５７９ △   ９１ △  ５．８
 

企業債発行差金繰入金 ０ ０ ０ －

流 域 下 水 道 雑 収 ５２ ２７ ２４ ８８．９

営

業

外

収

益 

計 １，５７０ １，６３９ △   ６９ △  ４．２

総 収 益 １７，８７１ １７，６０１ ２７０ １．５
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ウ 費用について 

費用は、表９のとおり、総費用１８３億余円であり、前年度（１５７億余円）と比較して、

２６億余円（１７．０％）増加している。 

営業費用は、１４６億余円であり、前年度（１４１億余円）と比較して、５億余円（４．

１％）増加している。これは主に、処理場管理費が増加したことによるものである。 

営業外費用は、１４億余円であり、前年度（１６億余円）と比較して、１億余円（６．５％）

減少している。これは主に、支払利息が平均利率の低下などにより減少したことによるもの

である。 

なお、固定資産売却差損として特別損失を２２億余円計上している。 

 

（表９）費用内訳表（流域）  （単位：百万円、％） 

増（△）減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

（Ａ） 

平成２１年度 

（Ｂ） 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

管 渠 管 理 費 ３１１ ３３０ △   １８ △  ５．５

処 理 場 管 理 費 ９，４１３ ８，８３０ ５８２ ６．６

流 域 下 水 道 減 価 償 却 費 ４，７０９ ４，６５１ ５８ １．２

流 域 下 水 道 資 産 減 耗 費 ２６２ ３０８ △   ４６ △ １４．９

営

業

費

用 

計 １４，６９６ １４，１２１ ５７５ ４．１

流域下水道支払利息及企業債取扱諸費等 １，４８８ １，５８０ △   ９１ △  ５．８

流 域 下 水 道 雑 支 出 １０ ２３ △   １３ △ ５６．５

営
業
外
費
用 計 １，４９９ １，６０３ △  １０４ △  ６．５

特 別 損 失 ２，２０２ ０ ２，２０２ －

総 費 用 １８，３９８ １５，７２５ ２，６７３ １７．０

（注） 流域下水道支払利息及企業債取扱諸費等には、流域下水道支払利息及企業債取扱諸費のほか、

繰延勘定償却を含む。 
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（３）区部下水道事業及び流域下水道事業を合算した経営成績等について 

下水道事業会計の当年度の経営成績は、表１０のとおり、総収益３，２４３億余円、総費用

３，００３億余円であり、２４０億余円の純利益となっている。 

 

（表１０）経営成績  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

区 部 ３０６，５２７ ３０８，６５６ △   ２，１２８ △     ０．７

流 域 １７，８７１ １７，６０１ ２７０ １．５

総

収

益 計 ３２４，３９９ ３２６，２５７ △   １，８５７ △     ０．６

区 部 ２８１，９９４ ２８１，９０６ ８７ ０．０

流 域 １８，３９８ １５，７２５ ２，６７３ １７．０

総

費

用 計 ３００，３９２ ２９７，６３１ ２，７６１ ０．９

区 部 ２４，５３３ ２６，７５０ △   ２，２１６ △     ８．３

流 域 △    ５２６ １，８７６ △   ２，４０２ △   １２８．０

純

損

益 計 ２４，００７ ２８，６２６ △   ４，６１９ △    １６．１

 

区部下水道事業及び流域下水道事業における給与費及び職員数等は、表１１のとおりとなっ

ている。 

 

（表１１）給与費明細表  （単位：百万円） 

平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 年度 
 

項目 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

給 料 8,285 2,461 10,747 8,689 2,611 11,300 △   403 △   149 △   552

手 当 6,904 2,068 8,973 7,240 2,195 9,435 △   335 △   126 △   461

法 定 

福利費 
3,054 868 3,922 2,871 825 3,697 182 42 224

計 18,244 5,398 23,642 18,800 5,631 24,432 △   556 △   233 △   789

職員数 2,106 人 643 人 2,749 人 2,142 人 663 人 2,805 人 △  36人 △  20人 △  56人

平均年齢 ４７歳８月 ４７歳１１月  △ ０歳３月 

平均給与 ７，２０２千円 ７，４００千円  △ １９８千円 

（注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

２ 平均給与は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 
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事業の収益性を示す経営比率を見ると、表１２のとおりである。 

営業収益営業利益率が平成２１年度に比べて０．８ポイント低下しているのは、管渠費その

他営業費用の増加により、営業利益が減少したことによるものである。 

 

（表１２）経営比率表  （単位：％、回） 

年 度 

 

項 目 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 算 式 

経営資本営業利益率 ０．９ ０．８ ０．８ ０．８ ０．７ 
営業利益

経営資本

営業収益営業利益率 １８．７ １８．２ １７．５ １６．９ １６．１ 
営業利益

営業収益

経 営 資 本 回 転 率 ０．０５ ０．０５ ０．０５ ０．０５ ０．０５ 
営業収益

経営資本

総費用対総収益比率 ９２．０ ９１．２ ９１．１ ９１．２ ９２．６ 
総費用

総収益
 

（注）経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資＋繰延勘定） 
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２ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１３のとおりである。 

当年度における資本的収入は、２，０３５億余円であり、前年度（２，０９１億余円）と比

較して、５５億余円（２．７％）減少している。これを項目別に見ると、企業債等が７８億余

円増加したものの、一般会計出資金が１３２億余円減少している。 

資本的支出は、３，７４７億余円であり、前年度（３,８４８億余円）と比較して、１０１億

余円（２．６％）減少している。これは主に、企業債償還金が９４億余円増加したものの、建

設改良費が１９６億余円減少したことによるものである。 

資金収支の状況は、表１４のとおり、資本的収支不足額は、１，７３１億余円となっており、

これを損益勘定留保資金等で補てんした結果、当年度資金不足額は、４８億余円となっている。 

なお、当年度末における資金残高は、表１５のとおり、１，２４０億余円となっている。 

 

（表１３）資本的収支比較表  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２２年度 

(A) 

平成２１年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

企 業 債 １１３，０６５ １０８，１５９ ４，９０５ ４．５

一 般 会計出 資 金 ３３，６６２ ４６，８６９ △１３，２０７ △  ２８．２

国 庫 補 助 金 ４９，９０１ ４９，４２１ ４７９ １．０

固定資産売却収入 ０ ２６０ △   ２６０ △ １００．０

そ の 他資本 収 入 ３，８１０ ２，６１３ １，１９６ ４５．８

そ の 他 ３，１２９ １，８１１ １，３１８ ７２．８

資

本

的

収

入 
計 ２０３，５６８ ２０９，１３６ △ ５，５６７ △   ２．７

建 設 改 良 費 １５２，７７１ １７２，３７２ △１９，６００ △  １１．４

企 業 債 償 還 金 ２２１，９３７ ２１２，４７４ ９，４６２ ４．５

そ の 他 ０ ５ △     ５ △ １００．０

資

本

的

支

出 計 ３７４，７０９ ３８４，８５２ △１０，１４３ △   ２．６

資 本 的 収 支 △１７１，１４０ △１７５，７１６ ４，５７５ △   ２．６
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（表１４）資金収支表  （単位：百万円） 

支出 収入 

項目 金額 項目 金額 

資本的支出(A) ３７４，７０９ 資本的収入(B) ２０３，５６８

翌年度繰越工事資金(C) ２７，８８９ 前年度繰越工事資金(D) ２５，８６２

計(E)=(A)+(C) ４０２，５９８ 計(F)=(B)+(D) ２２９，４３１

  資本的収支不足(G)=(E)-(F) １７３，１６６

＜補てん財源内訳＞ 

当年度純利益 ２４，００７

損益勘定留保資金 １３９，８４６

（減価償却費） １２３，１０２

（固定資産除却費） ８，２８３

（繰延勘定償却等） ４，１６１

 ・繰延勘定償却 ２１１

 ・その他雑支出 １，７４６

 ・特別損失 ２，２０２

（消費税資本的収支調整額） ４，２９９

退職給与引当金 △    ５４９

修繕引当金 ５，０１３

 

その他固定負債 ２７

 計(H) １６８，３４４

収益的収支剰余額(I)=(H) １６８，３４４   

  当年度資金不足額(J)=(G)-(I) ４，８２２

合計(E) ４０２，５９８ 合計(F)+(H)+(J) ４０２，５９８

 

（表１５）年度末資金残高表  （単位：百万円） 

区分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

流 動 資 産 

(A) 
２０４，２４１ ２０５，４０２ ２２７，１０６ ２０８，４９７ １９３，６７９

流 動 負 債 

(B) 
９３，２１０ ８７，９０９ ９２，１４７ ８１，６７５ ６９，６７１

年度末資金残高 

(A-B) 
１１１，０３０ １１７，４９３ １３４，９５９ １２６，８２１ １２４，００７
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（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、６兆６，４２５億余円であり、前年度（６兆６，５６４億余円）と比較して、

１３８億余円（０．２％）減少している。 

固定資産は、６兆４，４８４億余円であり、前年度（６兆４，４７３億余円）と比較して、

１０億余円（０．０％）増加している。これは主に、有形固定資産のうち、建設仮勘定が３８

９億余円減少したものの、機械及装置が１９９億余円、構築物が１５０億余円及び建物が７４

億余円それぞれ増加したことによるものである。 

流動資産は、１，９３６億余円であり、前年度（２，０８４億余円）と比較して、１４８億

余円（７．１％）減少している。これは主に、その他流動資産のうち有価証券が２５９億余円

及び未収金が９１億余円それぞれ増加したものの、現金及預金が５０８億余円減少したことに

よるものである。 

負債総額は、１，１９７億余円であり、前年度（１，２７２億余円）と比較して、７５億余

円（５．９％）減少している。 

固定負債は、５００億余円であり、前年度（４５５億余円）と比較して、４４億余円（９．

９％）増加している。これは主に、引当金のうち、退職給与引当金が５億余円減少したものの、

修繕引当金が５０億余円増加したことによるものである。 

流動負債は、６９６億余円であり、前年度（８１６億余円）と比較して、１２０億余円（１

４．７％）減少している。これは主に、未払金が１２６億余円減少したことによるものである。 

資本総額は、６兆５，２２８億余円であり、前年度（６兆５，２９２億余円）と比較して、

６３億余円（０．１％）減少している。 

資本金は、３兆８，５０４億余円であり、前年度（３兆８，９７４億余円）と比較して、４

６９億余円（１．２％）減少している。これは主に、自己資本金が一般会計からの出資金の繰

入れ等により６１８億余円増加したものの、借入資本金が、企業債償還により１，０８８億余

円減少したことによるものである。 

剰余金は、２兆６，７２４億余円であり、前年度（２兆６，３１８億余円）と比較して、４

０５億余円（１．５％）増加している。これは主に、資本剰余金が国庫補助金等の増加により

４４７億余円増加したことによるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表１６のとおりとなっている。 

企業債の未償還残高は、２兆７３８億余円であり、前年度（２兆１，８２６億余円）と比較

して、１，０８８億余円減少している。 

支払利息等は、５５３億余円であり、前年度（６００億余円）と比較して、４７億余円減少

している。これは、企業債残高が減少したこと及び平均利率が低下したことによるものである。 
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（表１６）有利子負債及び支払利息等の状況  （単位：百万円） 

平成 22 年度 年 度 

 

項 目 

平成 22 年度末

残高(A) 増加 減少 

平成 21 年度末

残高(B) 

増(△)減

(A)-(B) 

有利子負債 企 業 債 2,073,841 113,102 221,937 2,182,676 △     108,835

区分 平成22年度支払額(C) 平成21年度支払額(D) 増(△)減(C)-(D) 

支払利息等 
企 業 債 利 息 及 

企業債取扱諸費 
55,311 60,065 △            4,754

 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１７のとおりである。 

財務の長期健全性を表す自己資本構成比率が向上しているのは、一般会計からの出資金の繰

入れなどによって自己資本が増加したためである。 

 

（表１７）財務比率表  （単位：％） 

年 度 

 

項 目 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 算 式 

流 動 比 率 ２１９．１ ２３３．７ ２４６．５ ２５５．３ ２７８．０ 
流動資産

流動負債

自己資本構成比率 ６０．３ ６２．１ ６３．６ ６５．３ ６７．０ 
自己資本

総資本

固定長期適合率 ９８．８ ９８．８ ９８．６ ９８．７ ９８．９ 
固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝｛自己資本金（＝資本金－借入資本金）｝＋剰余金 

   ２ 長期資本＝資本金＋剰余金 



 - 15 -

 

３ 建設改良事業について 

区部下水道事業及び流域下水道事業における平成２２年度の建設改良事業の執行状況は、表１

８のとおりである。 

 

（表１８）建設改良事業執行状況  （単位：百万円、％） 

区 分 
予算額 

(Ａ) 

執行額 

(Ｂ) 

執行率 

(B)/(A)×100

翌年度への繰越額 

(Ｃ) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

下水道建設改良事業 180,024 138,111 76.7 25,638 16,275

下 水 道 建 設 費 147,442 106,524 72.2 25,379 15,538

管 渠 敷 設 72,760 52,707 72.4 8,508 11,544

ポンプ場建設 21,283 15,656 73.6 4,978 648

処 理 場 建 設 47,399 33,263 70.2 11,892 2,243

施 設 購 入 86 86 100.0 - 0

 

そ の 他 5,913 4,811 81.4 - 1,102

下 水 道 改 良 費 32,582 31,586 96.9 259 736

管 渠 改 良 11,073 10,977 99.1 - 96

ポンプ場改良 3,127 2,913 93.2 - 213

処 理 場 改 良 12,714 12,455 98.0 259 0

建 物 購 入 404 282 69.8 - 121

機 械 購 入 71 59 83.1 - 11

器 具 購 入 169 144 85.2 - 24

土 地 購 入 100 0 0 - 100

公 設 桝 施 設 3,567 3,567 100.0 - 0

 

 

そ の 他 1,354 1,186 87.6 - 167

区

部 

小 計 180,024 138,111 76.7 25,638 16,275

流域下水道建設事業 15,737 13,018 82.7 2,250 468

管 渠 敷 設 1,257 887 70.6 338 30

ポ ン プ 場 建 設 36 32 88.9 - 3

処 理 場 建 設 13,644 11,568 84.8 1,912 163
 

そ の 他 800 530 66.3 - 269

流域下水道改良事業 1,700 1,642 96.6 - 57

管 渠 改 良 8 3 37.5 - 4

ポ ン プ 場 改 良 70 48 68.6 - 21

処 理 場 改 良 1,548 1,548 100.0 - 0

建 物 購 入 5 1 20.0 - 3

機 械 購 入 3 2 66.7 - 0

器 具 購 入 19 14 73.7 - 5

 

そ の 他 45 22 48.9 - 22

流

域 

小 計 17,437 14,660 84.1 2,250 526

合 計 197,462 152,771 77.4 27,889 16,801
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（１）区部の建設改良事業について 

予算額１，８００億余円に対し、執行額１，３８１億余円、執行率７６．７％となっている。 

ア 建設事業 

この事業は、施設の再構築、浸水対策、合流式下水道の改善などを実施するものであり、

その主な執行内容は、表１９のとおりである。 

本事業の執行状況は、予算額１，４７４億余円に対し、執行額１，０６５億余円、執行率

７２．２％であり、翌年度への繰越額は、砂町水再生センター砂系ポンプ棟雨水放流渠建設

その２工事に係る１９億余円をはじめ、２５３億余円となっている。 

 

（表１９）建設事業の主な執行内容 

区 分 執 行 内 容 

管 渠 西日暮里幹線工事（幹線７，９５０ｍ）等 

ポ ン プ 所 鮫洲ポンプ所雨水貯留池その６工事等 

水再生センター 浮間水再生センター水処理施設覆蓋その２－１工事等 

 

イ 改良事業 

この事業は、既存施設を良好な状態で管理するため、施設の改善を行うものであり、その

主な執行内容は、表２０のとおりである。 

本事業の執行状況は、予算額３２５億余円に対して、執行額３１５億余円、執行率９６．

９％であり、翌年度への繰越額は、葛西水再生センター汚泥焼却設備５号改良・補修工事に

係る１億余円をはじめ、２億余円となっている。 

 

（表２０）改良事業の主な執行内容 

区 分 執 行 内 容 

管 渠 溜池幹線改良工事（２０，５３１ｍ）等 

ポ ン プ 所 業平橋ポンプ所監視制御設備改良工事等 

水再生センター 砂町水再生センター砂系反応槽４号散気設備改良工事等 
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（２）流域の建設改良事業について 

予算額１７４億余円に対し、執行額１４６億余円、執行率８４．１％となっている。 

ア 建設事業 

この事業は、多摩地域における下水道幹線、水再生センター等の建設を行うもので、その

主な執行内容は、表２１のとおりである。 

本事業の執行状況は、予算額１５７億余円に対し、執行額１３０億余円、執行率８２．７％

であり、翌年度への繰越額は、清瀬水再生センター発電設備整備工事に係る５億余円をはじ

め、２２億余円となっている。 

 

（表２１）流域下水道建設事業の主な執行内容 

区 分 執 行 内 容 

管 渠 野川処理区下流部雨水貯留池工事等 

ポ ン プ 所 稲城ポンプ所電気設備その３工事等 

水再生センター 清瀬水再生センター汚泥ガス化炉工事等 

 

イ 改良事業 

この事業は、既存施設を良好な状態で管理するため、施設の改善を行うもので、その主な

執行内容は表２２のとおりである。 

本事業の執行状況は、予算額１７億円に対し、執行額１６億余円、執行率９６．６％とな

っている。 

 

（表２２）流域下水道改良事業の主な執行内容 

区 分 執 行 内 容 

管 渠 野川第二幹線人孔改良その２実施設計委託 

ポ ン プ 所 稲城ポンプ所沈砂池機械設備改良工事等 

水再生センター 北多摩一号水再生センター反応槽散気設備改良工事等 

 



（別表１）比較損益計算書 （単位：円、％）
平成２２年度 平成２１年度
金　額（Ａ） 金　額（Ｂ） 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

Ⅰ下水道事業

営業収益 269,492,477,174 268,277,323,659 1,215,153,515 0.5

下水道料金 163,226,513,622 162,714,370,690 512,142,932 0.3

一般会計補助金 98,245,644,389 97,753,520,521 492,123,868 0.5

その他営業収益 8,020,319,163 7,809,432,448 210,886,715 2.7

営業費用 225,035,329,526 222,015,320,690 3,020,008,836 1.4

管渠費 29,053,790,914 26,420,048,025 2,633,742,889 10.0

ポンプ場費 10,695,051,594 10,452,901,240 242,150,354 2.3

処理場費 34,608,767,317 35,123,879,738 515,112,421△     1.5△            

業務費 13,541,890,723 13,427,042,418 114,848,305 0.9

排水設備費 1,332,031,905 1,376,498,269 44,466,364△      3.2△            

総係費 9,155,299,897 8,902,441,224 252,858,673 2.8

減価償却費 118,392,893,212 117,819,420,494 573,472,718 0.5

資産減耗費 8,120,861,305 8,400,610,319 279,749,014△     3.3△            

その他営業費用 134,742,659 92,478,963 42,263,696 45.7

営業利益 44,457,147,648 46,262,002,969 1,804,855,321△   3.9△            

営業外収益 37,035,478,373 40,379,234,605 3,343,756,232△   8.3△            

受取利息 148,406,958 360,604,926 212,197,968△     58.8△           

土地物件収益 1,808,681,593 1,744,198,014 64,483,579 3.7

一般会計補助金 34,389,037,429 37,079,926,684 2,690,889,255△   7.3△            

雑収 689,352,393 1,194,504,981 505,152,588△     42.3△           

営業外費用 56,958,678,769 59,890,916,778 2,932,238,009△   4.9△            

支払利息及企業債取扱諸費 53,823,364,420 58,486,242,111 4,662,877,691△   8.0△            

繰延勘定償却 211,350,037 239,093,288 27,743,251△      11.6△           

雑支出 2,923,964,312 1,165,581,379 1,758,382,933 150.9

経常利益 24,533,947,252 26,750,320,796 2,216,373,544△   8.3△            

当年度純利益 24,533,947,252 26,750,320,796 2,216,373,544△   8.3△            

科　　　　　目
増（△）減
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平成２２年度 平成２１年度
金　額（Ａ） 金　額（Ｂ） 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

科　　　　　目
増（△）減

Ⅱ流域下水道事業

営業収益 16,301,214,176 15,961,394,906 339,819,270 2.1

流域下水道管理費負担金収入 11,203,084,711 10,874,712,974 328,371,737 3.0

流域下水道一般会計補助金 4,971,707,726 4,960,270,877 11,436,849 0.2

流域下水道その他営業収益 126,421,739 126,411,055 10,684 0.0

営業費用 14,696,541,556 14,121,299,025 575,242,531 4.1

管渠管理費 311,184,733 330,181,940 18,997,207△      5.8△            

処理場管理費 9,413,649,097 8,830,846,208 582,802,889 6.6

流域下水道減価償却費 4,709,592,185 4,651,287,390 58,304,795 1.3

流域下水道資産減耗費 262,115,541 308,983,487 46,867,946△      15.2△           

営業利益 1,604,672,620 1,840,095,881 235,423,261△     12.8△           

営業外収益 1,570,591,743 1,639,773,544 69,181,801△      4.2△            

流域下水道土地物件収益 29,041,356 31,692,003 2,650,647△       8.4△            

流域下水道一般会計補助金 1,489,113,118 1,580,488,566 91,375,448△      5.8△            

流域下水道雑収 52,437,269 27,592,975 24,844,294 90.0

営業外費用 1,499,323,282 1,603,712,204 104,388,922△     6.5△            

支払利息及企業債取扱諸費 1,488,399,148 1,579,570,242 91,171,094△      5.8△            

繰延勘定償却 537,700 742,400 204,700△         27.6△           

雑支出 10,386,434 23,399,562 13,013,128△      55.6△           

経常利益 1,675,941,081 1,876,157,221 200,216,140△     10.7△           

2,202,663,535 0 2,202,663,535 - 

特別損失 2,202,663,535 0 2,202,663,535 - 

当年度純損益 526,722,454△     1,876,157,221 2,402,879,675△   128.1△          

下水道事業会計当年度純利益 24,007,224,798 28,626,478,017 4,619,253,219△   16.1△           

前年度繰越利益剰余金 12,727,727,218 12,180,569,997 547,157,221 4.5

当年度未処分利益剰余金 36,734,952,016 40,807,048,014 4,072,095,998△   10.0△           

特別損失
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（別表２）比較貸借対照表 （単位：円、％）

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

資産の部

固定資産 6,448,458,853,693 97.1 6,447,360,434,476 96.9 1,098,419,217 0.0

有形固定資産 6,447,209,339,098 97.1 6,446,364,258,540 96.8 845,080,558 0.0

土地 527,528,790,851 7.9 530,091,986,104 8.0 2,563,195,253△     0.5△        

建物 467,832,473,737 7.0 460,384,874,852 6.9 7,447,598,885 1.6

構築物 4,353,600,411,874 65.5 4,338,575,860,754 65.2 15,024,551,120 0.3

機械及装置 751,811,082,361 11.3 731,846,182,551 11.0 19,964,899,810 2.7

車両運搬具 133,184,008 0.0 120,361,039 0.0 12,822,969 10.7

器具備品 1,612,297,032 0.0 1,701,647,801 0.0 89,350,769△        5.3△        

建設仮勘定 344,691,099,235 5.2 383,643,345,439 5.8 38,952,246,204△    10.2△       

無形固定資産 1,069,339,595 0.0 816,000,936 0.0 253,338,659 31.0

地上権 164,464,127 0.0 152,393,367 0.0 12,070,760 7.9

施設利用権 231,833,461 0.0 236,941,171 0.0 5,107,710△         2.2△        

ソフトウェア 673,042,007 0.0 426,666,398 0.0 246,375,609 57.7

投資 180,175,000 0.0 180,175,000 0.0 0 0  

出資金 27,275,000 0.0 27,275,000 0.0 0 0  

東京都下水道サービス
株式会社出資金

50,000,000 0.0 50,000,000 0.0 0 0  

東京下水道エネルギー
株式会社出資金

102,900,000 0.0 102,900,000 0.0 0 0  

流動資産 193,679,181,858 2.9 208,497,215,609 3.1 14,818,033,751△    7.1△        

現金及預金 78,216,089,301 1.2 129,077,813,037 1.9 50,861,723,736△    39.4△       

現金 112,000 0.0 112,000 0.0 0 0  

預金 78,215,977,301 1.2 129,077,701,037 1.9 50,861,723,736△    39.4△       

未収金 70,148,158,923 1.1 61,037,278,912 0.9 9,110,880,011 14.9

営業未収金 17,149,199,913 0.3 17,430,250,261 0.3 281,050,348△       1.6△        

営業外未収金 2,467,282,866 0.0 6,039,960,826 0.1 3,572,677,960△     59.2△       

その他未収金 50,531,676,144 0.8 37,567,067,825 0.6 12,964,608,319 34.5

貯蔵品 0 0  21,899,772 0.0 21,899,772△        △     100  

その他貯蔵品 0 0  21,899,772 0.0 21,899,772△        △     100  

前払金 18,929,011,000 0.3 18,242,880,000 0.3 686,131,000 3.8

前払金 18,929,011,000 0.3 18,242,880,000 0.3 686,131,000 3.8

仮払金 398,132,634 0.0 117,206,037 0.0 280,926,597 239.7

概算金 398,132,634 0.0 117,206,037 0.0 280,926,597 239.7

その他流動資産 25,987,790,000 0.4 137,851 0.0 25,987,652,149 - 

有価証券 25,987,790,000 0.4 0 0  25,987,790,000 - 

その他流動資産 0 0  137,851 0.0 137,851△           △     100  

繰延勘定 450,236,123 0.0 625,244,860 0.0 175,008,737△       28.0△       

企業債発行差金 450,236,123 0.0 625,244,860 0.0 175,008,737△       28.0△       

企業債発行差金 450,236,123 0.0 625,244,860 0.0 175,008,737△       28.0△       

資産合計 6,642,588,271,674 100  6,656,482,894,945 100  13,894,623,271△    0.2△        

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２２年度2,381,126,026,416円、平成２１年度2,273,886,152,783円である。

増（△）減平成２２年度 平成２１年度
科　　　　　目
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金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

増（△）減平成２２年度 平成２１年度
科　　　　　目

負債及び資本の部

固定負債 50,061,039,250 0.8 45,570,195,979 0.7 4,490,843,271 9.9

引当金 49,956,159,250 0.8 45,492,315,979 0.7 4,463,843,271 9.8

退職給与引当金 13,840,159,250 0.2 14,389,315,979 0.2 549,156,729△       3.8△        

修繕引当金 36,116,000,000 0.5 31,103,000,000 0.5 5,013,000,000 16.1

その他固定負債 104,880,000 0.0 77,880,000 0.0 27,000,000 34.7

その他固定負債 104,880,000 0.0 77,880,000 0.0 27,000,000 34.7

流動負債 69,671,921,969 1.0 81,675,559,455 1.2 12,003,637,486△    14.7△       

未払金 68,165,338,106 1.0 80,780,395,529 1.2 12,615,057,423△    15.6△       

営業未払金 18,021,045,307 0.3 17,777,830,791 0.3 243,214,516 1.4

営業外未払金 703,089,568 0.0 292,056,600 0.0 411,032,968 140.7

工事未払金 49,190,675,675 0.7 62,506,389,079 0.9 13,315,713,404△    21.3△       

その他未払金 250,527,556 0.0 204,119,059 0.0 46,408,497 22.7

前受金 182,205,774 0.0 228,562,475 0.0 46,356,701△        20.3△       

営業前受金 119,747 0.0 193,346 0.0 73,599△            38.1△       

その他前受金 182,086,027 0.0 228,369,129 0.0 46,283,102△        20.3△       

預り金 1,324,378,089 0.0 666,601,451 0.0 657,776,638 98.7

預り保証金 766,650,480 0.0 522,722,523 0.0 243,927,957 46.7

預り諸税 128,704,823 0.0 140,808,595 0.0 12,103,772△        8.6△        

その他預り金 2,022,786 0.0 3,070,333 0.0 1,047,547△         34.1△       

仮受消費税及び地方消費税 427,000,000 0.0 0 0  427,000,000 - 

負債合計 119,732,961,219 1.8 127,245,755,434 1.9 7,512,794,215△     5.9△        

資本金 3,850,439,656,426 58.0 3,897,408,204,339 58.6 46,968,547,913△    1.2△        

自己資本金 1,776,598,595,657 26.7 1,714,732,081,556 25.8 61,866,514,101 3.6

固有資本金 13,824,820,047 0.2 13,824,820,047 0.2 0 0  

繰入資本金 1,177,506,953,099 17.7 1,143,844,911,548 17.2 33,662,041,551 2.9

組入資本金 585,266,822,511 8.8 557,062,349,961 8.4 28,204,472,550 5.1

借入資本金 2,073,841,060,769 31.2 2,182,676,122,783 32.8 108,835,062,014△   5.0△        

企業債 2,073,841,060,769 31.2 2,182,676,122,783 32.8 108,835,062,014△   5.0△        

剰余金 2,672,415,654,029 40.2 2,631,828,935,172 39.5 40,586,718,857 1.5

資本剰余金 2,631,489,781,439 39.6 2,586,705,814,830 38.9 44,783,966,609 1.7

国庫補助金 2,124,811,047,709 32.0 2,084,101,659,138 31.3 40,709,388,571 2.0

工事負担金 294,193,662,543 4.4 289,575,379,005 4.4 4,618,283,538 1.6

受贈財産評価額 211,669,462,074 3.2 212,213,167,574 3.2 543,705,500△       0.3△        

その他資本剰余金 815,609,113 0.0 815,609,113 0.0 0 0  

利益剰余金 40,925,872,590 0.6 45,123,120,342 0.7 4,197,247,752△     9.3△        

建設積立金 1,795,715,890 0.0 981,798,586 0.0 813,917,304 82.9

改良積立金 2,371,902,174 0.0 3,153,303,225 0.0 781,401,051△       24.8△       

水資源等活用積立金 23,302,510 0.0 180,970,517 0.0 157,668,007△       87.1△       

当年度未処分利益剰余金 36,734,952,016 0.6 40,807,048,014 0.6 4,072,095,998△     10.0△       

資本合計 6,522,855,310,455 98.2 6,529,237,139,511 98.1 6,381,829,056△     0.1△        

負債資本合計 6,642,588,271,674 100  6,656,482,894,945 100  13,894,623,271△    0.2△        
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